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社

保
協

と

し

て

Ｆ
Ｆ
Ｉ
Ｉ
・‐

要
求
し
て
き
た
国

保
運
営
協
議
会

の

公
開
に
つ
い
て
は
、

次
回
よ
り
公
開
す

ス
」
も
３
回
発
行
し
て
運
　
る
と
の
答
弁
を
引

動
を
す
す
め
て
き
ま
し
た
。　
　
き
出
し
ま
し
た
が
、

３
月
１４
日
開
催
の
区
議
　
請
願
に

つ
い
て
は

会
保
健
福
祉
委
員
会
で
葛
　
賛
成

・
共
産
、
反

飾
社
保
協
提
出
の

「保
険
　
対

・
自
民
、
公
明
、

酬鋼
暖祉「離
れな
報確燎諏潮彰轍而
蜃
油
相
脚
棘

一轟̈繰詢̈』Ｍは釧　務（まぃ長飾士す讐いデ一「封鰊廻　（Ψ（）

ち

「多
人
数
世
帯
や

障
が
に
な
世
帯
）
に
例
猷
曖
瑣
曖
顆
ぶ
燒
懸
ぶ
鶉
嶽
賤
猷
麒
鞣
熙
録
鳳
鞣
綸
鱚
曖

３
月
２３
日
、
板
橋
区
議

会
最
終
の
本
会
議
が
開
催

さ
れ
、
国
保
賦
課
方
式

「旧
た
だ
し
書
き
」
の
変

更
条
例
が
共
産
党
を
除
く

各
会
派
の
賛
成
で
残
念
な

が
ら
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

当
日
は
、
本
会
議
で
区

側
か
ら
条
例
案
が
提
案
さ

れ
ま
し
た
。
同
時
に
共
産

党
か
ら
保
険
料
引
上
げ
世

帯

へ
の
補
助
金
支
給
条
例

が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。

こ
こ
で
本
会
議
を
中
断

し

「健
康
福
祉
委
員
会
」

を
開
催
、
共
産
党
の
条
例

案
を
不
採
択
し
、
区
提
案

の
条
例
案
を
採
択
し
ま
し

た
。
本
会
議
で
も
同
様
で

し
た
。
３
月
１４
日
か
ら
の
３
日

間
と
２２
日
に
区
役
所
前
で

連
日
５０
人
以
上
で
大
宣
伝

を
計
画
し
て
い
ま
し
た
が
、

大
震
災
で
自
粛
せ
ざ
る
を

得
ま
せ
ん
で
し
た
。

ま
た
、
各
会
派
も
地
震

の
被
害
者
な
ど
の
雰
囲
気

に
便
乗
し
、
選
挙
も
自
粛

の
方
向
の
中
で
、
悪
乗
り

的
な
議
会
と
な
っ
た
事
は

確
か
で
す
。

今
後
は
、
４
月
か
ら
実

際
に
保
険
料
が
引
き
上
げ

ら
れ
る
際
の
取
り
組
み
を

検
討
し
て
行
き
た
い
と
考

え
て
い
ま
す
。

（板
橋
社

保
協
会
長

・
西
川
）

１
月
１２
日
葛
飾
区
長
に

値
上
げ
反
対
要
請
の
１
１

９
団
体
に
よ
る
団
体
署
名
、

個
人
署
名
２
１
２
４
筆
を

提
出
し
ま
し
た
。
そ
の
後

独
自
ビ
ラ
を
作
り
、
宣
伝

ヵ
‐
６０
か
所
、
駅
前
で
の

宣
伝
８
回
な
ど
を
展
開
、

「国
保
改
善
推
進

ニ
ュ
ー

ご

り

保

本

０

Ｄ

　

２

国
保
ハ
ン
ド
ブ
ツ

ク
が
完
成
し
ま
し

た
。
間
近
に
迫

っ

た
、
い
っ
せ
い
地

方
選
挙
か
ら
そ
の

後
の
議
会
に
向
け

た
草
の
根
の
運
動

に
向
け
て
、
少
人

数

の
学
習
会
か
ら

使
え
る
学
習

ハ
ン

ド
ブ

ツ
ク
で
す
。

国
保
の
現
状
か

ら
国
の
狙
い
、
地

域
で
の
闘
い
に
む

け
た
ポ
イ

ン
ト
が

読
み
や
す
い

一
冊

に
ま

と
め

て
あ

り

ま
す
。
地
域
社
保

協
、
各
団
体
で
の

活
用
を
お
願
い
し

ま
す
。
　
２

部
５０

円
）

′〃″〃〃〃″

ギ

東京社保協

東

百

呈

本

十
黛
辰
悠
火
の

鴇
然
籠
全

石

の

十
ガ

々

に

心

よ

り

お

見

舞

い

を

申

し

上

げ

ま

す

東
京
社
保
協
で
は
、
救
援
募
金
に
取
り
組
み
、
中
央
社
保
協
を
通
じ
て
被
災
地
に
届
け
ま
す
。

乞ガ
ィ
階

閃
　
鮨

狙
０″
搬
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一　
東
日
本
大
震
災
、
原
発
事
故
を
受
け
、
東
京
社
保
協
で
は
、
被
害
者
救
援

一に
力
を
尽
く
す
と
と
も
に
東
京
都
と
し
て
都
民

・
国
民
の
い
の
ち
と
暮
ら
し

一を
守
る
た
め
に
支
援
体
制
の
強
化
、
防
災
都
市
づ
く
り
な
ど
緊
急
の
要
請
を

一行
い
ま
し
た
３
月
２５
日
に
都
知
事
室

へ
手
渡
し
、
都
知
事
選
立
候
補
者
全
員

一に
郵
送
し
ま
し
た
。

２
０
１
１
年
３
月
Ｈ
日
午
後
２
時

４６
分
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震
災
は
、

戦
後
最
大
の
被
害
と
な
り
、
今
も
広

が

っ
て
い
ま
す
。
同
時
に
発
生
し
た

原
発
事
故
は
、
広
域
に
わ
た
る
野
菜

や
牛
乳
な
ど
の
食
品

へ
の
汚
染
と
な

り
地
域
住
民
の
不
安
が
広
が

っ
て
い

ま
す
。
こ
の
こ
と
は
、
原
発
に
頼
る

日
本
の
電
力
政
策

へ
の
危
険
信
号
が

発
せ
ら
れ
そ
の
政
策
の
根
本
的
な
転

換
が
求
め
ら
れ
て
い
る
と
言
え
ま
す
。

私
た
ち
は
、
被
害
者
の
支
援
活
動

に
い
つ
そ
う
の
力
を
入
れ
る
の
と
同

時
に
、
都
内
で
の
受
け
入
れ
対
応
の

強
化
と
防
災
対
策

へ
以
下
の
事
項
を

緊
急
に
要
請
し
ま
す
。

一
、
被
災
者
支
援

１
、
東
京
都
の
財
政
力
と
ハ
イ
パ
ー

レ
ス
キ
ュ
ー
隊
や
救
急
医
療
支
援

チ
ー
ム
な
ど
最
高
の
技
術
と
能
力

を
活
か
し
た
最
大
規
模
の
被
災
者

と
被
災
地
へ
の
支
援
を
行
う
こ
と
。

２
、
避
難
者
の
受
け
入
れ
に
つ
い

て①
　
都
内

の
空

い
て
い
る
公

営
住
　
宅
で
最
大
限
の
避
難

者

の
受
け
　
入
れ

（
１
年
単

位
）
を
行
う
こ
　
と
。
遊
休

土
地

の
活
用
で
仮
設
　
住
宅

を
建
設
す
る
な
ど
最
大
限

の
受
け
入
れ
支
援
を
行
う

こ

Ｌ
ｃ
。
②
　
避
難
者

へ
の
食
事

の
提

供
や
　
入
浴
な
ど
衛
生

・
居

住
環
境

の
　
整
備
な
ど
最
大

限
の
支
援
を
行
　
う
こ
と
。

③
　
就
学
児
童

の
受
け
入
れ

を
行
　
う
こ
と
。
そ
の
際
に
、

強
制
的
　
に
親
と
分
離
す
る

こ
と
な
く
各
　
家
庭
の
状
況
に
応

じ
た
対
応
を
　
行
う
こ
と
。

３
、
相
談
窓
□
の
設
置
に
つ
い
て

①
　
労
働
相
談

・
生
活
保
護
や
高

齢
者

。
障
害
者
支
援
な
ど
、
被

災
者

へ
の

「総
合
窓

口
」
を
開

設
す
る
こ
と
。

②
　
そ
の
た
め
の
職
員
の
増
員
を

行
う
こ
と
。

③
　
既
設
の
窓
口
対
応
に
加
え
、

労
働
組
合
、
町
会
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
団

体
と
の
協
力

・
共
同
を
す
す
め

る

こ

と

。

二
、
都
民

へ
の
対
応

１
、
災
害
時
に
は
、
都
営
バ
ス
の

運
行
時
間
の
延
長
や
増
発
な
ど
で

交
通
機
関
の
確
保
を
行
う
こ
と
。

２
、
災
害
時
の
帰
宅
困
難
者
に
対

し
て
の

一
時
宿
泊
を
伴
う
救
護
所

を
設
置
し
、
平
常
時
か
ら
公
開
を

す
る
こ
と
。
必
要
な
毛
布
や
水
、

食
糧
な
ど
の
確
保
を
行
う
こ
と
。

そ
の
際
、
視
覚

・
聴
党
障
害
者

な
ど
へ
の
告
知
や
誘
導
な
ど
の
対

応
を
適
切
に
行
う
こ
と
。
廃
止
さ

『地震は自然現象であるが、地震による災

害の多くは人災であるといえる。地震によ

る災害を未然に防止 し被害を最小限にくい

とめる」 (前文より)

知事の責務 あらゆる施策を通じて、都民
の生命、身体及び財産を地震による災害か

ら保護しその安全を確保。知事は、震災予

防に関する計画を作成し、その推進を図る

者β民1古 0己責任ご0含ごtloちも守れ
も,知事は震災復18都市復興も0るこe'悪

東京都震策対策条例

(2000年 12月 22日 ・石原慎太郎知事)

「地震による災害から1人でも多くの生命

及び貴重な財産を守るためには、第一に

「自らの生命は自らが守る」という自己責

任原則による自助の考え方」 (前文より)

知事の責務 震災後の都民生活の再建及び
安定並び都市の復興を図るため、最大の努

力を払わなければならない

瑚
時一一墓
夏
潔
ぶ
話
雰

石
原
都
知
事
は
都
知
事
就
任

１
年
後
に
震
災
条
例
を

改
定
し
て
予
防
か
ら
復
興
に
変
え
、

「自
分

の
命
は
自

己
責
任
で
守
る
の
が
原
則
」
と
条
文
に
書
き
入
れ
る
な

ど
東
京
都
と
都
知
事

の
責
任
を
大
き
く
後
退
さ
せ
て
き

ま
し
た
。
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■
目
を
る

一・・
一思
え

２。

龍

れ
た
障
害
児
学
校

の
寄
宿
舎

の

活
用
を
行
う
こ
と
。

３
、
停
電
時
の
対
応
に
つ
い
て

①
　
停
電
時
間

。
場
所

の
情
報

を
事
前

に
周
知
徹
底
す
る

こ

Ｌ
ｃ
。

②
　
停
電
時
間

・
場
所

の
変
更

は
、
突
然
行
わ
な

い
こ
と
。

障
害
者

へ
の
連
絡

・
徹
底
は
、

２
日
間
程
度

の
猶
予
が
必
要

で
あ
る
。

③
　
そ

の
際
、
医
療
機
関
や
介

護
事
業
所
な
ど
は
停
電

の
対

象

か
ら
除
外
す
る
こ
と
。
や

む
を
え
な

い
事
情

で
停
電
と

な

る
時

は
、
自
家
発
電

に
影

響
が
な

い
よ
う
軽
油
な
ど

の

燃
料
を
優
先

し
て
確
保
す
る

こ

と

。

④
　
都
内

の
救
急
指
定
病
院

の

自
家
発
電
装
置

の
設
置
を
点

検

し
、
未
設
置

の
病
院

に
対

し
て
は
設
置

の
た
め

の
財
政

も
含
め
た
支
援
を
行
う
こ
と
。

⑤
　
在
宅
介
護
者

へ
の
対
応
も

お

こ
た
ら
な

い
こ
と
。

必
要

な
蓄
電
な
ど

の
対
応
を
行
う

こ

と

。

⑥
　
一父
差
点
な
ど

で
の
事
故
防

止

の
た
め

の
対
策
を
行
う

こ

レ
ｃ
。

４
、
原
発
事
故
対
応
に
つ
い
て

①

　
正
確
な
汚
染
情
報
と
対
応

を
都
民
に
徹
底
す
る
こ
と
。

②
　
避
難
や
汚
染
食
品

へ
の
対

応

は
、
関
係
部
署
か
ら

の
正

確
な
情
報
と
対
応
策
を
得
て
、

東
京
都

の
責
任

で
都
民
に
徹

底
す
る
こ
と
。

③
　
そ

の
際

の
生
産
者

の
被
害

へ
の
対
応
は
、
国
や
東
電

の

責
任

で
行
う
よ
う
要
請
す
る

こ

と

。

④
　
汚
染
さ
れ
た
水
道
水

の
乳

幼
児
飲
用
基
準

の
対
象
者

に

重
症
心
身
障
害
者
を
加
え
る

こ
と
。

そ

の
際
、
個
人
及
び

対
象
と
な
る
乳
幼
児

の
保
育

施
設

へ
の
供
給

に
東
京
都
が

責
任
を
持

つ
こ
と
。

⑤
　
原
発
依
存
体
質
か
ら
脱
却

し
、
自
然

エ
ネ

ル
ギ
ー

ヘ
の

対
応
を
計
画
的
に
行
う
こ
と
。

東
京
都
か
ら

の
実
践
と
国

ヘ

政
策
転
換
を
要
請
す
る
こ
と
。

三
、
災
害
に
強

い
、
防
災
都

市

へ
向
け
て

石
原
都
政
が
誕
生
後
、

「東

京
都
震
災
予
防
条
例
」
を

「東

京
都
震
災
対
策
条
例
」
に
変
更

さ
れ
、

「震
災
対
策
の
原
則
の

第

一
は

『
自
ら
の
生
命
は
自
ら

が
守
る
』
と
い
う
自
己
責
任
原

則
に
よ
る
自
助
の
考
え
方
」
と

し
た
。
そ
の
結
果
、
都
民
の
住

宅
を
火
災
や
倒
壊
か
ら
守
る
た

め
の
都
の
独
自
施
策
は
削
減
さ

れ
、
２
０
０
８
年
度
の
震
災
対

策
予
算
は
、
石

原
都
政
発
足
時

の
１
９
９
９
年

と
比
べ
１
０
０

０
億
円
以
上
も

減
ら
さ
れ
て
い

る
。

こ
の
施
策

の
抜
本
的
な
改

正
、
１
９
７
１

年
に
制
定
さ
れ

た
東
京
都
震
災

予
防
条
例

へ
戻

し
、
新
た
な
震

災
予
防
を
す
る
こ
と
と
合
わ
せ
、

以
下
の
対
策
を
と
る
こ
と
。

１
、
す
べ
て
の
小
中
高
等
学
校

・

特
別
支
援
学
校
、
福
祉
施
設
及

び
公
的
施
設

の
耐
震
化
を
す
す

め
る
こ
と
。

２
、
個
人
住
宅

の
耐
震
化

へ
の

資
金
援
助
を
行
う
こ
と
。

３
、
高
層
ビ

ル
な
ど

の
建
設
は

制
限
し
、
現
在
建
設
さ
れ

て
い

る
建
物
に

つ
い
て
の
耐
震
検
査

を
実
施
し
、
補
強
を
行
う
こ
と
。

４
、
都
内

の
施
設

の
点
検
や
防

災
対
策
だ
け

で
な
＜
、
東
京
都

の
管
理
下
に
あ
る
他
県
の
施
設

に

つ
い
て
も
都
内
と
同
様

の
基

準
の
順
守
と
対
応
を
行
う
こ
と
。

５
、
地
震

の
影
響

で
発
生
し
た

埋
め
立

て
地
を
中
心
と
し
た
液

状
化
現
象

へ
の
対
応
を
行
う
こ

と
。

６
、
液
状
化
し
た
豊
洲
地
域

ヘ

の
築
地
市
場
移
転
は
白
紙
に
も

ど
す
こ
と
。

７
、
現
状
に
あ

っ
た
震
災
予
防

を
す
す
め
る
た
め
、
都
知
事

の

も
と
に
都
民
参
加

の
有
識
者
会

議
を
設
置
す
る
こ
と
。

８
、
　
一
人
暮
ら
し

（
特
に
高
齢

者

ｏ
障
が

い
者
）
、
老
反
世
帯

の
把
握
と
緊
急
時

の
支
援
体
制

を
確
立
す
る
こ
と
。

3月 17日 選挙の延期を都知事に要請す

るため都庁を訪問したせ、第 1庁舎32

階の天丼が崩落し、スプリンクラーの

亀裂で水浸しに。庁舎間の渡 り廊下に

は写真のような注意書

きがあちこちに張られ

|ていました。

東京社保協は、東 日本大震
災の救援募金を受け付けて
います。募金の送付先は次
のとおりです。

【振込み先】
中央労働金庫池袋支店
(普)1807182
東京社保協
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都―機会計の約4%でいま

東京社保協ニュース NO.212

組
|ヽデす

東京都の国保力日入世帯は、約240万世帯、東京

都か認可している国保組合の都内在住世帯は約2

5万世帯 (土建国保は約 9万世帯)で合計260～ 2
70万世帯です。一世帯年間 1万円の保険料引き
下げは約270億円。都の一般会計約 6兆円の0.4
%程度で可能です。

都0財政力1活用でくらし守ろう
‐２
年
前
に
知
事
に
就
任

し
た
時
に

「
な
に
が
贅

沢
か
と
言
え
ば
ま
ず
福

祉
」
と
言

い
放

っ
た
石

原
都
知
事
は
、

３
小
児

病
院

の
廃
止
を
含

め
て

都
立
病
院
を
半
減
さ
せ
、

破

た

ん

が

明

ら

か

な

「新
銀
行
東
京
」

へ
の

湯
水

の
よ
う
に
税
金
を

つ
ぎ
込
む
な
ど
東
京
都

の
福
祉
施
策
を
破
壊
し

て
き
ま
し
た
。

い
ま
、
私
た
ち
都
民
の

仕
事
と
く
ら
し
は
、
ど

う
で
し
よ
う
か
。
生
活

保
護

は

１９

万

世
帯
を
超
え
、

非

正
規
労
働

て 掲 現 都 ら が 援 用 の 事  い え の 万 特 所 者

め を 実
｀
か  と応 活 表 仕  て 抱 々 4｀ 育

守ぐできる都民のための範策

鐵 籠 予算(年懸 )

特Bll養護老人ホームを4年間で1万 5千人分の増設 240億円

認可保富所を4年薇で2万人分増設 2霧 0億円

国民健康保競料(機 )を 1雄書あたり1万円]1き下げ 280餞円

75議以上の医療費無料fし、18裁までの願商費無料化 1,000億 円

新卒者をはじめ若者の就職を支援、鐵業訓線を拡充 25鐘爾

賃じ工場家賃、リース第櫂働などで町工場を廊援 60饉錫

住宅リフォーム助威調度を餞設 75億円

30入学級の金爾釣実鐵めざし、まず4年かけて、小学1・ 2
年30人、中学3年まで35入学織を実現するための1年報
の予算として

100億円

私立嵩絞生の授業料無盤化を拡充 70饉再

住宅の太陽光発電システム設置への糖鋤 70鐘角

掘雪住宅を年薇2.000戸 新設建設 240鐘円

民臓賃舞の家賃機動制度 120億 円

本造住宅、マンションの耐震診断'改難議威 電0億円

ふ
舞 針 2,500鐘湾

東京都の積立基金のうち  2010年度末見込み

財源として活用可能な基金

謝政調整基金 3,140億 円

社会資本等整備基金 2,704億 円

東京オリンピック・

パラリンピック開催準備基金
4,116億 円

スポーツ・文化振興交流基金 72億 円

地球温暖化対策推進基金 55億 円

福祉・健康安心基金 140億 円

緑の東京募金基金 6億 円

合計 およそ 1 lL円


